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１）「港湾の開発、利用及び保全並びに開発保全航路の開発に関する基本方針」（基本
方針）とは

２）基本方針の役割

３）基本方針に定める事項（港湾法第３条の２第２項）

港湾法第３条の２第１項の規定により国土交通大臣が定める、港湾の開発、利用及び保全並びに
開発保全航路の開発に関する方針

①国の港湾行政の指針（港湾法第３条の２第１項）

②個別の港湾計画を定める際の指針（港湾法第３条の３第２項）

③特定貨物輸入拠点港湾における特定利用推進計画の適合基準（港湾法第５０条の６第４項）

※港湾法改正（平成29年6月9日公布）により「国際旅客船拠点形成計画の適合基準」が追加される

Ⅰ．港湾の開発、利用及び保全の方向に関する事項

Ⅱ．港湾の配置、機能及び能力に関する基本的な事項

Ⅲ．開発保全航路の配置その他開発に関する基本的な事項

Ⅳ．港湾の開発、利用及び保全並びに開発保全航路の開発に際し配慮すべき環境の保全に関する
基本的な事項

Ⅴ．経済的、自然的又は社会的な観点からみて密接な関係を有する港湾相互間の連携の確保に関
する基本的な事項

Ⅵ. 民間の能力を活用した港湾の運営その他の港湾の効率的な運営に関する基本的な事項

※港湾法改正（平成29年6月9日公布）により「官民の連携による港湾の効果的な利用に関する基本的な事項」が追加される １

基本方針とは



基本方針の変更経緯
昭和４８年 港湾法改正 基本方針の策定等を規定
昭和４９年 基本方針告示（Ⅰ～Ⅲ章構成） 初めての基本方針策定

平成１４年 交通政策審議会答申 「経済社会の変化に対応し、国際競争力の強化、産業の再生、循環型社会の構築などを通じ
てより良い暮らしを実現する港湾政策のあり方」

平成１６年 基本方針告示（Ⅰ～Ⅴ章構成）… コンテナ貨物量等の見通しを平成２２年目標から平成２７年目標に修正
スーパー中枢港湾、保安対策及び静脈物流等の新規施策を追加

平成１７年 交通政策審議会答申 「地震に強い港湾のあり方」、「今後の港湾環境政策の基本的な方向について」、
「安全で経済的な港湾施設の整備・維持管理システムのあり方について」

平成２０年度 交通政策審議会答申 「我が国産業の国際競争力強化等を図るための今後の港湾政策のあり方」、
「地球温暖化に起因する気候変動に対する港湾政策のあり方について」

平成２０年 基本方針告示 … 基幹的広域防災拠点の整備、地球温暖化防止対策、港湾の施設の技術上の基準の性能規定化等
の新規施策を追加

平成２３年 港湾法改正 基本方針の規定内容に「港湾の効率的な運営」を追加
平成２３年 基本方針告示（Ⅰ～Ⅵ章構成）… 国際戦略港湾、港湾運営会社制度、国際バルク戦略港湾、津波防災対策等の新

規施策を追加

平成２４年 交通政策審議会防災部会答申「港湾における地震・津波対策のあり方」
平成２５年 港湾法改正
平成２６年 基本方針告示 … 開発保全航路（待避機能）、緊急確保航路、港湾施設の適切な維持管理、港湾広域防災協議会

特定貨物輸入拠点港湾、特定利用推進計画に関する記述を追加

平成２６年 港湾法改正
インフラ長寿命化基本計画等 「戦略的な維持管理の推進」
基本方針告示 … 国・港湾管理者・民間の協働体制の構築（国際拠点港湾）、ロジスティクス・ハブ機能の強化

民有護岸等の大規模地震対策、港湾施設の戦略的な維持管理・更新等に関する記述を追加

…

２



３

○ 今回変更では、「港湾法の一部を改正する法律」（平成29年6月9日公布）（次頁参照）にお
いて、基本方針に反映させることとされた事項として規定された内容について変更する。

基本方針を定めるに当たり「国際観光の
振興のため果たすべき港湾及び開発保全
航路の役割に配慮」すること

「国際旅客船拠点形成計画※は、基本方
針に適合したものでなければならない」
こと

※港湾管理者が作成する受入拠点の形成のための計画

基本方針で定める事項に「官民の連携に
よる港湾の効果的な利用に関する基本的
な事項」を追加すること

改正港湾法において
基本方針に反映させることとされた事項

基本方針の変更のイメージ

（基本方針の章立て）
Ⅰ．港湾の開発、利用及び保全の方向に関する事項
Ⅱ．港湾の配置、機能及び能力に関する基本的な事項
Ⅲ．開発保全航路の配置その他開発に関する基本的な事項
Ⅳ．港湾の開発、利用及び保全並びに開発保全航路の開発に際し

配慮すべき環境の保全に関する基本的な事項
Ⅴ．経済的、自然的又は社会的な観点からみて密接な関係を有す

る港湾相互間の連携の確保に関する基本的な事項
Ⅵ．官民の連携による港湾の効果的な利用に関する基本的な事項
Ⅶ．民間の能力を活用した港湾の運営その他の港湾の効率的な運

営に関する基本的な事項

○新たな章を追加し、国際旅客船拠点形成
計画が適合すべき要件を記載する

○港湾及び開発保全航路の役割として「国
際観光の振興」を記載する

基本方針の変更の内容



月 火 水 木 金 土 日

支援船

貨物船

コンテナ船

岸壁等の利用
に関する調整

支援船

岸壁等の点検・
利用可否判断

・非常災害時において、港湾管理者からの要請
があり、地域の実情等を勘案して必要があると
認めるときは、国が港湾利用者との調整等の
管理業務を実施。

国土交通大臣
港湾管理者 ①要請

②管理、③告示

②非常災害時における国土交通大臣による円滑な港湾施設の管理

①外航クルーズ船の受入拠点の形成の推進

・クルーズ旅客の受入環境整備に関する事項を
「港湾法の基本方針」等に位置づけ

月 火 水 木 金 土 日

係留施設を優先的に使用するA社による予約例

Ａ社の予約完了後、その他の社が予約

Ａ社 Ａ社 Ａ社

Ａ社 Ａ社 Ａ社C社B社

＜係留施設の優先的な使用のイメージ＞

受入拠点の形成を図る港湾を国が指定

港湾管理者が受入拠点の形成のための計画を作成

港湾管理者が民間事業者と協定を締結

官民の連携により外航クルーズ船の受入拠点の形成を
図る港湾を国土交通大臣が指定

官民の連携により外航クルーズ船の受入拠点を形成する
ための計画を港湾管理者が作成。同計画に基づく工事の
許可等の特例

港湾管理者と施設所有者である民間事業者が、係留施設の
優先的な使用、旅客施設の一般公衆への供用等に関する協
定を締結

応急措置

応急公用負担

＜官民の連携による拠点形成のイメージ＞

係留施設（公共）

旅客施設（民間）

４

港湾法の一部を改正する法律（平成29年6月9日公布）の概要



平成２９年 ６月 ２日 交通政策審議会（諮問）
港湾分科会（付託）

６月１３日～ パブリックコメント

６月 中旬～ 港湾分科会（審議）（２回程度）

６月下旬
～７月上旬 交通政策審議会（答申）

関係行政機関の長への協議
港湾管理者への意見照会

７月 中旬 基本方針変更告示

５

〔港湾法の規定〕

〔第３条の２第４項〕

〔第３条の２第４項〕

〔第3条の２第４項〕
〔第３条の２第５項〕

〔第３条の２第６項〕

基本方針の変更のスケジュール（案）


